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第１ さらなる行財政改革の必要性第１ さらなる行財政改革の必要性第１ さらなる行財政改革の必要性第１ さらなる行財政改革の必要性

１ これまでの行財政改革の取り組み

本県では、時代の変化や多様化する行政需要に効果的に対応するために、こ

、 。れまでも行政改革大綱を策定し 組織体制の見直しなどに取り組んできました

特に 平成１３年度からは 長崎県行政システム改革大綱 に基づいて 県、 「 」 、『

民満足度の向上を第一の目的として、一層の成果重視と限られた予算や人員の

効率的な活用、さらには民間や国・市町村との適切な役割分担と連携による県

政運営の実現』を目指して行政改革に取り組んできました。

○本県の行政改革大綱の策定状況

策定年月 名 称 取組期間

昭和 年 月 長崎県行財政改革大綱 昭和 ～ 年度60 10 60 63

（４年間）

平成 年 月 長崎県新行政システム推進基本計画 平成 ～ 年度7 11 8 12

（５年間）

平成 年 月 長崎県行政システム改革大綱 平成 ～ 年度13 2 13 17

（５年間）

２ 県政を取り巻く環境の変化

（１）財政状況

①本県財政をめぐる背景

現在、全国的に景気は緩やかな回復を続けていますが、平成１８年度予算

における国の公債依存度は前年度よりは回復しているものの、３７．６％と

依然として高い水準にあり、国と地方の長期債務残高は年々増加し、平成１

８年度末で７７５兆円程度になると見込まれています。

こうした中、政府は 「小さくて効率的な政府」を実現するために、歳出、

改革路線に基づいて、国庫補助負担金や国と地方の税源配分、地方交付税の

あり方を一体として見直す「三位一体の改革」を推進してきています。

政府は、歳出改革路線を堅持・強化する方針であり、今後も地方交付税や

国庫補助負担金の見直しは避けられないものと考えられます。

国及び地方の長期債務残高 （単位：兆円）○

７年度末 年度 末 年度末 年 度末 年 度末12 16 17 18

（実績） （実績） （実績） 補正後 （予算）（ ）

国 ２９７ ４９１ ５６４ ６００ ６０５

地方 １２５ １８１ ２０１ ２０４ ２０４

合計 ４１０ ６４６ ７３３ ７７０ ７７５
(重複分除く )

※平成１７年１２月財務省主計局資料
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②本県財政の構造

○歳入の構造

本県の財政は、県税などの自ら確保する収入（自主財源）の割合が歳入全

体の３０％程度（県税は全体の１２．５％）にとどまり、歳入の多くを地方

交付税や国庫補助負担金などの国から交付される収入（依存財源）に依存し

ています。

このため、国が進めている国庫補助負担金の削減や地方交付税の見直しの

影響を強く受け、不安定な状況が続いています。

特に、平成１６年度には、地方交付税が大幅に削減されたことから、財源

調整のため過去最大の基金取り崩しを余儀なくされました。

自主財源と依存財源の内訳と構成比（平成１６年度決算）○

○主な歳入予算の推移（最終予算）

自主財源
29.4%

依存財源
70.6%

繰越金
1.5%

国庫支出金
21.1%

地方交付税
31.4%

県税
12.5%

地方消費税
清算金

4.0%

その他
2.7%

諸収入
6.2%

使用料・
   手数料
      1.9%

繰入金
          3.2%

県債
15.5%

歳　　入歳　　入歳　　入歳　　入
７４６，７２７７４６，７２７７４６，７２７７４６，７２７
（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）

2,680

1,991

1,634

2,437

2,342

2,766
2,8362,694

2,438
2,3622,360

2,268

1,563

1,7251,868

2,060

2,116
2,182

2,361

2,083

2,248

1,109
1,172

1,119

1,226

1,068

1,179 1,173

1,310

1,195

934
939

994
1,081

1,109

1,1031,135
1,079

1,127 1,156

900900900900

1,4001,4001,4001,400

1,9001,9001,9001,900

2,4002,4002,4002,400

2,9002,9002,9002,900

７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

金額（億円）金額（億円）金額（億円）金額（億円） 地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

県債県債県債県債

県税県税県税県税
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○歳出の構造、県債の残高

人件費、扶助費、公債費は、経費の支出が義務づけられ、任意に減額でき

ないことから、３つの経費をまとめて義務的経費と言われています。本県で

はこの義務的経費が歳出全体の約５０％を占めています。

また、県の借金である県債残高は、平成１５年度末で１兆円を超え、１０

年間で約２倍となっています。この増加の主な要因は、バブル経済崩壊後の

累次の経済対策への対応に加え、国税の減少などに伴う地方交付税の原資不

足に対する地方財政上の措置として、臨時財政対策債などの特例的な県債の

発行を余儀なくされたことにあります。

○義務的経費の状況（平成１６年度決算）

（単位：億円）○県債残高の推移

※通常債：建設事業の財源として一般的に発行が認められている県債で、下記以外のもの。

通常債以外及び臨時財政対策債：経済対策や地方交付税の原資不足による地方財政上の

措置として発行を認められた特例的な県債

　

その他  22.5%
（補助費等など）

投資的経費　28.0%
（公共事業など）

義務的経費　49.5%
うち人件費30.0%
     公債費15.0%

歳　　出歳　　出歳　　出歳　　出
７３４，０１５７３４，０１５７３４，０１５７３４，０１５
（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）
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６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

臨時財政対策債

通常債以外残高

通常債残高
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③収支改善の取り組み

平成１６年９月に策定した本県の中期財政見通し（※１ （平成１７～２）

１年度）では、このままの状態で推移すると、平成２１年度には財政再建団

体（※２）に陥る可能性もあるという、極めて厳しい見通しとなりました。

このような事態を回避するため、現在の行政改革の取り組みに加えて、今

後５年間（平成１７～２１年度）を見据えた収支改善の具体的な対策と目標

をたて、さらに踏み込んだ見直しを行うこととし、平成１６年１２月に「中

期財政見通しを踏まえた今後の収支改善対策について」を策定し、４６９億

円の収支改善対策に取り組んでいるところです。

収支改善目標額の年度別の見通し○

※１ 中期財政見通し

その年度の当初予算を基礎に、一定の仮定に基づいて、その後５年間の財政状況の

見通しを試算したもの

※２ 財政再建団体

地 方 財 政 再 建 促 進特 別 措 置法 で 、 前 年度 の 赤 字額 が 標 準 財政 規 模 の５ ％ （ 本 県に

おいては平成１６年度で約１６４億円）を超えると、財政再建計画を策定し、総務大

臣の承認を受けて財政再建に取り組まなければ地方債が発行できなくなります。

このことにより、国の指導監督下で県政を運営することになり、県独自の施策など

は極めて厳しい制約を受けることになります。

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 合計

(1)県税収入の確保 2 2 3 4 5 16

(2)未利用地の売却・有効活用 1 1 1 1 1 5

(3)財産貸付料・使用料等の見直し 1 3 3 3 3 13

(4)貸付金の回収 6 5 1 1 13

(5)宝くじ収益金の確保 1 1 1 2 2 7

(6)その他 37 3 5 5 5 55

(7)財政健全化債の発行 50 49 48 ▲ 3 ▲ 6 138

合計　（Ａ） 98 59 66 13 11 247

(1)人件費の抑制 1 2 4 6 9 22

(2)内部管理事務経費等の見直し 3 8 8 8 8 35

(3)各種団体等に対する支援の見直し 1 2 2 3 3 11

(4)公債費等 105 75 ▲ 22 ▲ 22 ▲ 21 115

(5)その他 2 5 6 7 8 28

(6)別途方針に基づく県立施設の
　 あり方の見直し 1 2 2 3 3 11

合計　（Ｂ） 113 94 0 5 10 222

211 153 66 18 21 469収支改善額計　（イ）＝Ａ＋Ｂ

（単位：億円）

歳
入
の
確
保

歳
出
削
減
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④中期財政見通し（平成１８～２２年度）

前項の収支改善対策を盛り込み、平成１７年９月に策定した中期財政見通

しでは、当面の５年間は基金が枯渇するといった状況は回避できる見込みと

なりました。

しかしながら、基金の残高は年々減少していく見込みであり、引き続き厳

、 、しい財政状況にあることに変わりはなく 収支改善対策の着実な実施に加え

より一層の行政コストの縮減に努めるとともに、税源の涵養に向けた県内経

済の活性化や県民生活の向上の観点から、効率的・効果的な事業への一層の

重点化を進めていく必要があります。

１６年度

（当初予算） （当初予算） 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

１ 887 903 1.8 946 4.8 943 △ 0.3 942 △ 0.1 943 0.1 944 0.1

２ 2,319 2,357 1.7 2,290 △ 2.8 2,305 0.7 2,311 0.3 2,294 △ 0.7 2,284 △ 0.4

臨時財政対策債を含む 2,642 2,588 △ 2.1 2,521 △ 2.6 2,536 0.6 2,542 0.2 2,524 △ 0.7 2,514 △ 0.4

３ 1,605 1,399 △ 12.8 1,375 △ 1.7 1,375 0.0 1,355 △ 1.5 1,374 1.4 1,374 0.0

４ 1,048 1,011 △ 3.5 983 △ 2.8 891 △ 9.4 858 △ 3.7 890 3.7 879 △ 1.2

臨時財政対策債を除く 724 781 7.8 752 △ 3.7 660 △ 12.2 627 △ 5.0 660 5.3 649 △ 1.7

５ 1,314 1,283 △ 2.5 1,249 △ 2.7 1,222 △ 2.2 1,215 △ 0.6 1,194 △ 1.7 1,208 1.2

7,173 6,953 △ 3.1 6,843 △ 1.6 6,736 △ 1.6 6,681 △ 0.8 6,695 0.2 6,689 △ 0.1

１ 3,700 3,547 △ 4.1 3,493 △ 1.5 3,540 1.3 3,525 △ 0.4 3,522 △ 0.1 3,551 0.8

人 件 費 2,201 2,144 △ 2.6 2,170 1.2 2,198 1.3 2,165 △ 1.5 2,170 0.2 2,156 △ 0.6

退 職 手 当 161 132 △ 18.0 154 16.7 188 22.1 168 △ 10.6 181 7.7 176 △ 2.8

退職 手当 除く 2,040 2,012 △ 1.4 2,016 0.2 2,010 △ 0.3 1,997 △ 0.6 1,989 △ 0.4 1,980 △ 0.5

扶 助 費 408 366 △ 10.2 338 △ 7.7 342 1.2 346 1.2 350 1.2 355 1.4

公 債 費 1,091 1,037 △ 4.9 985 △ 5.0 1,000 1.5 1,014 1.4 1,002 △ 1.2 1,040 3.8

２ 2,048 1,784 △ 12.9 1,788 0.2 1,746 △ 2.3 1,750 0.2 1,787 2.1 1,770 △ 1.0

普通建設補助 1,314 1,147 △ 12.7 1,146 △ 0.1 1,132 △ 1.2 1,125 △ 0.6 1,137 1.1 1,125 △ 1.1

普通建設単独 610 513 △ 15.9 515 0.4 491 △ 4.7 501 2.0 526 5.0 519 △ 1.3

３ 1,787 1,764 △ 1.3 1,755 △ 0.5 1,743 △ 0.7 1,712 △ 1.8 1,730 1.1 1,725 △ 0.3

7,535 7,095 △ 5.8 7,036 △ 0.8 7,029 △ 0.1 6,987 △ 0.6 7,039 0.7 7,046 0.1

△ 362 △ 142 △ 193 △ 293 △ 306 △ 344 △ 357

287 195 195 195 195 195 195

要調整額〔Ｃ＋Ｄ〕 △ 75 53 2 △ 98 △ 111 △ 149 △ 162

506 559 561 463 352 203 41

10,328 10,640 3.0 10,880 2.3 11,017 1.3 11,112 0.9 11,251 1.3 11,347 0.9

1,120 1,033 △ 7.8 1,033 0.0 1,033 0.0 1,033 0.0 1,033 0.0 1,033 0.0
公共事業費

（ダム事業除く一般会計）

県 税

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

県 債

義 務 的 経 費

計　　（Ｂ）

投 資 的 経 費

そ の 他 経 費

 財源調整３基金
年度末残高

１７年度 １８年度 ２２年度２１年度１９年度 ２０年度
区　　　分

長崎県中期財政見通し〔平成１８～２２年度〕長崎県中期財政見通し〔平成１８～２２年度〕長崎県中期財政見通し〔平成１８～２２年度〕長崎県中期財政見通し〔平成１８～２２年度〕 （単位：億円、％）

歳
　
　
　
　
入

そ の 他 収 入

計　　（Ａ）

年度末県債残高

財源確保・歳出節減
    　  （Ｄ）

差し引き(Ｃ)
〔Ａ－Ｂ〕

歳
　
　
　
　
　
出
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（２）地方分権の進展

①市町村合併

少子・高齢化の進展、国・地方を通じた財政の著しい悪化など地方行政を

取り巻く情勢が大きく変化している中にあって、国からの補助金や地方交付

税に大きく頼った財政構造の地域は、今後一層厳しい財政運営を迫られるこ

ととなり、特に小規模の町村はいずれ立ち行かなくなります。

そのため本県では、市町村の行財政基盤の強化を図るために、市町村合併

を積極的に推進してきました。

県内の市町村数は、合併前の７９から、平成１８年３月には２３と、３分

、 。の１以下に減少する見込みで 県内市町村の枠組みが大きく変化しています

②他県との連携

九州観光推進機構の設置や産業廃棄物税の一斉導入等、各県共通の課題に

ついて、共通の政策を作り上げ、連携して実行するなど、九州各県と広域的

な連携を進めており、また、九州地方知事会に「道州制等都道府県のあり方

を考える研究会」を設置し、道州制などの広域自治体のあり方について調査

・研究を行っています。

（３）民間活力の活用

、 、社会経済情勢や価値観の変化に伴い 県民ニーズも複雑・多様化する中で

県 だ け で そ の ニ ー ズ に 対 応 し た 公 共 サ ー ビ ス を 提 供 す る に は 限 界 が あ り ま

す。

ここ数年、国、地方を通じて「民間でできることは民間に委ねる」という

流れの中で、行政事務の外部委託などが積極的に進められており、また、Ｎ

ＰＯなどの民間団体の活動は急速に普及し、県内のＮＰＯ法人数は２００団

体を超え、多種多様な活動が行われています。

これからの公共サービスは行政と県民、ＮＰＯや企業をはじめとする各種

民間団体などの多様な主体との協働により担っていくことが重要になると考

えられます。

県内のＮＰＯ法人の認証件数等（平成１７年１１月末現在）○
年 度 別 認 証 件 数 （解 散 法 人 含 む ）
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1 61 61 61 6
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（４）ながさき夢・元気づくりプランの着実な実現

本県では、平成１２年に今後１０年間の県政運営の指針として「長崎県長

期総合計画」を策定しましたが、その後の社会経済情勢の変化などを踏まえ

て、これを補完するために、これから５年間、特に力を入れて取り組む政策

を示した「ながさき夢・元気づくりプラン （長崎県長期総合計画後期５か」

年計画）を平成１７年８月に策定しました。

このプランは 「時代の潮流を踏まえながら、県民一人ひとりが将来に夢、

を持てる元気な長崎県づくり」に向けて、県政の目指すべき基本的な方向を

示しており、本県の厳しい財政状況において、このプランに掲げる重点プロ

ジェクトを実現するためには、県政全般にわたって再点検を行い、より一層

の効率的・効果的な行財政運営を行うことが必要となります。

３ さらなる行財政改革の必要性

このほか、電子自治体の構築、団塊の世代である職員の大量退職、約５０

年ぶりとなる給与構造の抜本的な見直し、公の施設における指定管理者制度

の導入など、県政を取り巻く環境は大きく変化しています。

また、平成１５年に行った県政世論調査においては、県の行財政改革につ

いて 「事業全般についての見直し 「職員数や配置の見直し 「職員給与、 」、 」、

の見直し」といったことが重要だという意見をいただいたほか、県が行政を

進める姿勢としては 「職員の意識改革 「県民の意見の県政への反映」を、 」、

望むという意見をいただいています。

以上のような、県政を取り巻く環境の変化に的確に対応し、県民からの期

待に応え、そして 「ながさき夢・元気づくりプラン」の着実な実現のため、

に、引き続き行財政改革を積極的に推進していく必要があります。
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第２ 行財政改革の基本的な方向第２ 行財政改革の基本的な方向第２ 行財政改革の基本的な方向第２ 行財政改革の基本的な方向

１ 基本理念

協働による県民本位の県政と持続可能な行財政構造の確立協働による県民本位の県政と持続可能な行財政構造の確立協働による県民本位の県政と持続可能な行財政構造の確立協働による県民本位の県政と持続可能な行財政構造の確立

行財政改革の実施にあたっては、限られた財源や職員の中で、県民ニーズに

的確に対応した効率的で質の高い行政サービスを提供するために、県民、ＮＰ

Ｏ・企業などの民間団体、他自治体との協働を推進するとともに、将来にわた

って安定的な行財政運営を実施できる体制を構築することで 「ながさき夢・、

元気づくりプラン」の着実な実現を図ることを基本的な考え方として取り組み

ます。

２ 基本方針

行財政改革の基本理念を具現化するために、次の４つの基本方針に基づき県

政全般にわたって見直しを行います。

（１）民間との協働による県政の推進

県民ニーズが多様化する中で、質の高い行政サービスを提供するために、

県が果たすべき役割や機能を見直し、県民、ＮＰＯ・ボランティア団体、民

間企業などとの協働を推進します。

また、協働の前提となる情報公開及び県政への県民参加についてもより一

層、積極的に推進します。

（２）市町や他県との新たな関係の構築

市町村合併が進展し、県内の市町村の枠組みも大きく変化していることか

ら 「住民に身近な行政はできる限り住民に身近な自治体で行う」ことを基、

本として、県が果たすべき役割や機能を見直します。

また、九州各県との県域を越えた連携や道州制などの広域自治体のあり方

を検討します。

（３）時代の変化に的確に対応できる行政体制の整備

厳しい財政状況、市町村合併の進展、官民の役割分担の見直しといった環

境の変化や多様化する行政課題に対応するために、スリム化を前提に、組織

体制の見直しとそれを支える職員の意識改革及び人材育成に取り組みます。

（４）行政コストの効率化と健全性を維持した財政運営

将来にわたって安定した行財政運営を確保するために、内部管理経費の適

正化、事務事業の見直し、自主財源の確保などに取り組みます。
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３ 行財政改革プランの取組期間

この行財政改革プランの取組期間は、平成１８年度から平成２２年度までの

５年間としますが、各項目については、可能な限り早期に取り組むこととしま

す。

４ 行財政改革プランの進行管理

この行財政改革プランの進捗状況については、毎年度の状況を県のホームペ

ージ等により公表し、県民の理解と協力を得ながらその実現に向けて取り組ん

でいきます。

なお、公表にあたっては、県の財政状況と関連づけるなど、県民にわかりや

すく公表していきます。
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第３ 行財政改革の具体的な内容第３ 行財政改革の具体的な内容第３ 行財政改革の具体的な内容第３ 行財政改革の具体的な内容

行財政改革プランは次のような体系により構成されています。

1 県民サービスの向上

(2) 県民意向の把握と施策への反映

(3) ＩＴを活用した県民サービスの向上

(1) ＮＰＯ等との協働・連携

(2) 県業務の外部化

(3) 指定管理者制度

3 県出資団体等の見直し (1) 県出資団体等の見直し

(1) 市町との役割分担の明確化

2 市町との連携 (1) 市町との連携

(1) 広域自治体のあり方の検討

1 組織体制の整備 (1) 本庁組織の見直し

(2) 地方機関等の見直し

(3) 共通事務の集約化

(4) 県有施設の見直し

(1) 職員の意識改革・人材育成

(1) 財政運営の方針

(1) 内部管理の適正化

(2) 事務事業の見直し

(3) 自主財源の確保

(4) 公営企業の見直し

(1)
開かれた県政の推進とわかりやす
い県政情報の発信

市町との役割分担の明
確化

1

2
民間との協働・連携の推
進

広域自治体のあり方の
検討

3

時代の変化
に的確に対
応できる行政
体制の整備

Ⅲ

行政コストの
効率化と健
全性を維持し
た財政運営

Ⅳ

民間との協
働による県政
の推進

Ⅰ

市町や他県
との新たな関
係の構築

Ⅱ

効率的な行政運営の実
施

2

職員の意識改革・人材
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2

健全な財政運営への取
り組み

1

協
働
に
よ
る
県
民
本
位
の
県
政
と
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続
可
能
な
行
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Ⅰ 民間との協働による県政の推進Ⅰ 民間との協働による県政の推進Ⅰ 民間との協働による県政の推進Ⅰ 民間との協働による県政の推進

【現状の課題】 【目標となる姿】

社会経済情勢や価値観の変化に

より県民ニーズは多様化し、県だ 公共サービスの提供は、行政だ

けで対応するには、質的にも量的 けが主体となるのではなく、行政

にも困難な状況にあります。 や県民、民間団体（ＮＰＯや企業

など）といった多様な主体によっ

また、県民ニーズは、県だけが て提供される、地域での協働とい

対応できるものから、ＮＰＯ等や う形により実施

民間企業において対応できるもの

ま で 様 々 で あ り 「 民 間 に で き る 協働が進められることで、県が、

ことは民間に委ねる」という流れ 担うべき役割や機能が重点化

の中で、県が果たすべき役割につ

。いて見直していく必要があります

１ 県民サービスの向上

【基本的な考え方】

県民や民間団体（ＮＰＯや企業など）と協働して、より豊かな地域社会を創

り上げていくには、まずはお互いがよく理解し合うことが必要であり、これま

で以上に、県政情報の効果的な発信と県民の意見の的確な把握という双方向に

よる開かれた県政の推進に積極的に取り組みます。

また、県政運営については、県民ニーズが多様化する中で、そのニーズを的

確に把握し、これを県政に反映させることで、県民満足度の高い行政を目指し

て取り組みます。

さらに、各家庭におけるパソコンの普及を背景とするインターネットを活用

した各種サービスの提供については、県民の利便性の向上と業務の効率化の観

点から、引き続き推進していきます。

【個別事項】

(１ )開かれた県政の推進とわかりやすい県政情報の発信

○ 県民への情報提供は、わかりやすく、県民の目線に立って行うとともに、

一方的な提供にならないように、県民との対話の姿勢を強化していきます。
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

政策調整局①わかりやすい情報の発信

（全庁）情報の発信は、県民の目線に立って、県民が容易に理解できるよ

うなわかりやすい表現や構成について、引き続き工夫していきます。

■実施年度：毎年度

政策調整局②ホームページの充実

（全庁）ホームページは、情報提供や県民意見の把握などの重要なツール

（道具）であり、県民に見てもらえるような工夫や使いやすさを高

めるなど、内容の充実に取り組みます。

■実施年度：毎年度

政策調整局③県民とのコミュニケーションの強化

（全庁）情報発信と県民の意見の把握といった双方向での取り組みを推進

し、県民とのコミュニケーションを強化します。

■実施年度：毎年度

総務部④情報公開制度の普及啓発

引き続き、情報公開制度の普及に取り組み、開かれた県政の推進

と透明性の確保を図ります。

○公文書の開示請求申出件数

平成 年度 件、平成 年度 件、平成 年度 件14 325 15 282 16 263

■実施年度：毎年度

(２ )県民意向の把握と施策への反映

○ 県民ニーズが多様化する中で、これまで以上に、そのニーズを的確に把握

、 、 、し 県政運営に反映させるために 広聴活動の改善や新たな工夫に取り組み

県民の県政への参加を推進します。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

政策調整局①パブリックコメント制度の周知と募集方法などの工夫

（全庁）パブリックコメント制度の周知に加え、意見の募集方法や意見を

募集する時期などについて、県民が意見を出しやすくなるように工

夫します。

■実施年度：毎年度
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

政策調整局②県民からの意見に対する十分な対応

（全庁）県民からの意見・提案については、十分かつわかりやすい回答を

行います。

■実施年度：毎年度

政策調整局③県政世論調査の継続的な実施と分析

（全庁）県民の意向とその変化を把握するために、県政世論調査の継続的

な実施と、県政に活かすためのより詳細な分析を行います。

■実施年度：毎年度

全庁④県民参加の促進

事業の実施においてより県民の意向を反映させるために、地域と

のコミュニケーションを図りながら、可能なものについては、企画

や計画段階から県民が参加する取り組みを促進します。

■実施年度：毎年度

(３ )ＩＴを活用した県民サービスの向上

、 、 、○ 行政サービスを効率的 効果的に行い 県民の利便性の向上を図るために

引き続き、行政手続きなどの電子化を進めていきます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①長崎県情報化計画の推進

「長崎県情報化計画」について、県民の視点から必要な見直しを

行い、様々な分野における情報化を推進します。

○「ｅ県ながさき戦略～長崎県情報化推進計画～」

（平成 年 月策定）13 10

・計画期間：平成 年度～平成 年度13 16

「ｅ県ながさき戦略～長崎県情報化推進計画～ （第１次改訂）」

（平成 年 月策定）16 11

・計画期間：平成 年度～平成 年度17 19

■実施年度：計画に基づき、可能なものから実施

１９年度に現在の計画（第１次改訂）の見直し
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部②行政手続きの電子化の拡大

（全庁）個人情報の保護やセキュリティ対策に十分配慮しながら、引き続

き、電子申請ができる行政手続きの拡大や利用度の向上を図ってい

きます。

○これまでの主な取り組み

電子申請システム ：平成１７年４月から運用開始（５０様式）

公共施設予約システム：平成１６年３月から運用開始 など

■実施年度：毎年度

水産部③電子入札等の推進

農林部入札参加者の利便性や入札の公正性の向上のために、電子入札を

土木部推進し、対象範囲の拡大を図っていきます。

出納局また、物品などの電子調達についても、対象の拡大や運用の向上

を図っていきます。

○これまでの取り組み

公共工事の電子入札：１６年度から一部試行開始

１７年度より一部公共事業に導入

物品の電子調達：平成１６年度でシステム開発を終了し、運用中

■実施年度：期間中に試行の状況等を検証しながら対象を拡大

水産部④公共事業支援統合情報システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）の導入検討

農林部入札情報サービスのシステム化や設計等業務成果物・工事完成図

土木部書を電子データで提出する「電子納品」等を可能にするなど、入札

参加者の利便性や業務の効率化を図るＣＡＬＳ／ＥＣの導入を検討

します。

■実施年度：期間中に導入を検討

警察本部⑤警察署における運転免許証の即日交付の検討

警察署における運転免許証の即日交付について、施設面や人的体

制面、費用対効果などを考慮しながら検討します。

○現在、即日交付できる機関

運転免許試験場（大村市）

五島、壱岐、対馬南（対馬北も対象）の３警察署

■実施年度：期間中に検討
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民間との協働・連携の推進２

【基本的な考え方】

県民ニーズが多様化し、行政だけで対応するには限界があることから、これ

からの公共サービスは、県、県民、ＮＰＯ、民間企業などの多様な主体が協働

して提供できるよう、これまでの取り組みを踏まえた新たな協働システムづく

りに取り組みます。

特に 「民間でできることは民間に委ねる」という方針のもと、これまでの、

外部化の実績を踏まえつつ、事務事業全般にわたって再点検を行い、委託など

による民間活力の活用を推進していきます。

民間活力の活用に当たっては、公の施設の指定管理者制度の導入をはじめ、

ＰＦＩ制度、市場化テスト制度といった制度の導入も含めて検討します。

【個別事項】

(１ )ＮＰＯ等との協働・連携

○ ＮＰＯとの協働指針の策定や県民ボランティア活動支援センターの設置な

ど、これまでに基本的な枠組みづくりに取り組んできていることから、今後

、 。は ＮＰＯ等との協働が幅広い分野で進むような仕組みを構築していきます

○ また、引き続きＮＰＯ等の育成に取り組むとともに、市町とＮＰＯ等との

協働が進むよう市町の実情に応じた必要な支援にも取り組みます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

県民生活①ＮＰＯ等との協働の推進

環境部引き続き、ＮＰＯ等の育成を図っていくとともに、協働事業分野

（全庁）の拡大や、ＮＰＯ等からの提案による事業の実施などにより協働を

積極的に進めていきます。

■実施年度：毎年度

県民生活②協働を推進する仕組みの構築

環境部ＮＰＯ等との協働のさらなる促進のため、県事業の情報公開や事

業の企画段階からの参画などの仕組みを構築します。

また、ＮＰＯ等と協働を行う際の選考等を含めた基準の作成や、

協働事業を継続、改善していくために、協働事業を評価する具体的

な仕組みについても検討します。

■実施年度：１８年度
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

県民生活③ＮＰＯ等と市町の協働の支援

環境部ＮＰＯ等と市町の協働が進むように、協働事業に関する情報提供

や連絡会議の開催など必要な支援を行います。

■実施年度：毎年度

(２ )県業務の外部化

○ 「民間でできることは民間に委ねる」という方針のもとに、民間活力を活

用した方がより効果的・効率的な業務は積極的に外部化を推進し、県が実施

しなければならない業務に予算や職員を重点化していきます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①外部化の推進

（全庁）これまでの外部化の成果と問題点を検証したうえで、次のような

事務事業を含めて、県業務を点検しながら、さらなる外部化を推進

するための計画を策定し、外部化を推進します。

・現業業務

・試験研究機関の検査業務

・各種センターなどの施設の運営業務

・集約化後の総務事務 など

■実施年度：１８年度 県業務の外部化計画（仮称）の策定

可能なものから外部化の推進

総務部②市場化テスト制度の導入検討

国や他県の状況を見ながら、市場化テスト制度の導入を検討しま

す。

■実施年度：期間中に検討
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(３ )指定管理者制度

○ 公の施設に導入された指定管理者制度については、積極的に制度の導入を

行い、民間の持つノウハウを活用することで、県民サービスのより一層の向

上と経費節減を図るとともに、今後も制度導入の実績の検証などを行いなが

ら、より効率的・効果的な運用を行っていきます。

○ また、現在、県が直営で管理している施設についても、引き続き、制度導

入について検討を行っていきます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①指定管理者制度の積極的な活用

（全庁）１８年４月には、３９施設について指定管理者制度を導入します。

直営施設については、制度導入済み施設の実績の検証なども踏ま

えながら、今後も引き続き、制度導入を検討します。

○指定管理者制度の導入状況等

既に導入済みの施設 ５施設

平成１８年４月導入施設 ３９施設 計 ４４施設

直営施設 ２０施設

■実施年度：１８年度 ３９施設制度導入

制度未導入施設については、期間中に導入を検討

政策調整局②制度導入の検証と改善の実施

総務部制度導入後の管理実績や経費などを検証・評価する仕組みを導入

（全庁）し、管理方法や審査基準等を含めて必要な見直しを行います。

■実施年度：毎年度

総務部③参入しやすい環境の整備

（全庁）県内のＮＰＯや民間企業の育成のためにも、制度説明会などを実

施し、制度の周知やＮＰＯ等の参入しやすい環境を整備します。

■実施年度：随時実施
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県出資団体等の見直し３

【基本的な考え方】

県出資団体等は、複雑・多様化する行政ニーズに対応するために、県行政の

補完的な役割を果たし、一定の成果をあげてきました。

これまでも、社会経済情勢の変化に伴い、各団体の役割やあり方について見

直してきましたが、指定管理者制度の導入などの新たな情勢の変化もあり、さ

らなる見直しに取り組んでいきます。

【個別事項】

(１ )県出資団体等の見直し

○ 県の出資団体については、民間の有識者等から「県出資団体のあり方に関

する提言」をいただき、それを踏まえて平成１５年３月に「長崎県出資団体

見直し方針」を策定し、各団体とともに見直しに取り組んでいます。

○ しかしながら、公益法人改革や指定管理者制度の導入などの情勢の変化も

見られることから、引き続き、県として必要な指導・助言・監督を行うとと

もに、さらなる見直しについて検討します。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①県出資団体のさらなる見直し

（全庁）「長崎県出資団体見直し方針」を情勢の変化に対応したものへと

見直しを行ったうえで、各団体とともにさらなる見直しに取り組み

ます。

○長崎県出資団体見直し方針と見直しの状況

平成 年 月「県出資団体あり方検討委員会」(民間有識者等)の設置13 12

平成 年 月「県出資団体のあり方に関する提言」の提出14 12

平成 年 月「県出資団体見直し方針」の策定15 3

見直しの対象：県の出資比率が 未満の商法法人を除く、県内に主1/4

たる事務所を有する全ての県出資団体

○現在の見直し方針の対象団体（７１団体）の状況（ 年 月現在）17 10

見直しの内容 団体数 見直しの達成状況

事業廃止 ３ ３団体解散

県の関与の縮小等 １０ ９団体（うち２団体解散）

民営化・民間参入の促進 ４ １団体

統合又は事業移管 ７ ７団体（うち５団体解散）

大幅な改革や自立化等 ２７ １７団体

経営改善 ２０ 全団体で取組中

合計 ７１
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

■実施年度：１９年度までに方針の見直し

以後、方針に基づく取り組みを実施

土木部②地方公社の経営の健全化

土地開発公社、住宅供給公社、道路公社の経営の健全化のために、

次のような点を含めて適切な指導・監督に努めていきます。

・効率的な執行体制の確保

・経営状況等についての積極的な情報公開による透明性の確保

やチェック機能の向上

■実施年度：毎年度

商工労働部③（財）長崎県産業振興財団（自立した組織づくり）

県からの職員派遣は、必要最小限にとどめ、プロパー職員の育成

・確保等により専門性の向上を図り、自立した組織づくりを進めて

いきます。

■実施年度：期間中に検討

商工労働部④（財）長崎県勤労者福祉事業団のあり方の検討

業務量が減少しており、現在実施している事業の状況などを踏ま

えて、事業団のあり方について検討します。

■実施年度：１９年度末までに検討

農林部⑤（社）長崎県林業公社及び（社）対馬林業公社の経営健全化

経営改善のために適切な指導・監督を行うとともに、国に対して、

引き続き必要な支援策を要望します。

■実施年度：毎年度

農林部⑥（社）長崎県林業コンサルタントのあり方の検討

国における公益法人制度改革の動きなども踏まえて、民営化を含

めた団体のあり方について検討します。

■実施年度：期間中に検討

地域振興部⑦（社）長崎県観光連盟（自立した組織づくり）

県からの職員派遣は、必要最小限にとどめ、プロパー職員の育成

・確保等により専門性の向上を図り、自立した組織づくりを進めて

いきます。

■実施年度：平成２２年度まで
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Ⅱ 市町や他県との新たな関係の構築Ⅱ 市町や他県との新たな関係の構築Ⅱ 市町や他県との新たな関係の構築Ⅱ 市町や他県との新たな関係の構築

【現状の課題】 【目標となる姿】

市 町 村 合 併 の 進 展 に よ り 合 併 前 地方分権を実効あるものとし、

の ７ ９ 市 町 村 が １ ７ 年 度 末 に は ２ 事務の効率化と住民の利便性の一

３ 市 町 に な り 、 県 内 の 行 政 の 枠 組 層の向上のために、県から市町へ

、 、みも大きく変化しています。 の権限移譲が行われ 県は広域的

専門的な役割に特化した行政を実

基 礎 的 自 治 体 で あ る 市 町 は 合 併 施

に よ り 規 模 能 力 を 拡 大 す る こ と か

ら 、 県 の 役 割 が 改 め て 問 わ れ て お 市町との役割分担の明確化に伴

り 、 市 町 と の 新 た な 関 係 の 構 築 が い、各地域の状況を把握するため

必要となっています。 にも市町との連携を一層強化

ま た 、 道 州 制 な ど の 広 域 自 治 体 広域自治体のあり方を踏まえ、

の あ り 方 の 議 論 も 活 発 化 し て い ま 九州各県等と広域的な連携を推進

す。

１ 市町との役割分担の明確化

【基本的な考え方】

市町は、住民に最も身近な自治体であり、主体的に行政サービスを提供して

いますが、市町村合併による市町の規模能力の拡大を踏まえ、事務の効率化と

住民の利便性の向上のために、引き続き、県から市町への権限移譲を進めてい

きます。そして、県は市町の区域を超えた広域事務や専門性を発揮する事務及

び新しい市町が自立した自治体へと変わっていくための支援に重点を置いて取

り組んでいきます。

また、市町との役割分担を明確化する中で、各地域の状況を把握しながら県

政を進めていくためには、ますます市町との連携を深めていく必要があり、特

に、政策企画面での連携強化を図る取り組みを進めていきます。

さらに、県域を越えた新たな広域行政のあり方として道州制の議論も行われ

てきており、九州各県等と引き続き検討を行っていきます。
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【個別事項】

(１ )市町との役割分担の明確化

○ 事務の効率化と住民の利便性の向上のために、新たな権限移譲計画に基づ

き、より一層の市町への権限移譲を進めていきます。

○ また、県と市町のそれぞれの役割分担を踏まえ、県が現在行っている事業

についても、必要な見直しを行っていきます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

地域振興部①権限移譲の推進

（全庁）新たに 策定する 「長崎県権 限移譲推 進指針（ 仮称 」に基づ いて、）

平 成 １ ８ 年 度 に 市 町 と の 協 議 を 経 て 、 年 度 別 移 譲 計 画 を 策 定 し 、 事

務 の 効 率 化 や 住 民 の 利 便 性 の 向 上 な ど の 視 点 で 積 極 的 に 権 限 移 譲 を

推進します。

○「長崎県権限移譲推進指針（仮称 」）

・移譲対象事務のメニュー化(移譲可能な事務をあらかじめメニュー化)

・事務のワンストップ化(一連の事務をまとめて移譲)

○現計画による権限移譲の推移

年度 年度 年度 年度 年度 合計14 15 16 17 18

移譲事務数 １６２ ４３ ６７ ３５ １０ ３１７(予定 )

■実施年度：１８年度 年度別移譲計画の策定

１９年度以降、計画に沿って順次権限移譲

全庁②事務委託の推進

権 限 移 譲 が で き な い 事 務 に つ い て も 、 事 務 の 効 率 化 や 住 民 の 利 便

性などの観点から市町への事務委託を推進します。

■実施年度：毎年度

全庁③市町との役割分担に応じた事務事業の見直し

市 町 村 合 併 に よ る 市 町 の 規 模 能 力 の 拡 大 に よ り 、 こ れ ま で 県 が 実

施 し て き た 事 務 事 業 に つ い て も 再 点 検 を 行 い 、 そ れ ぞ れ の 役 割 分 担

に応じて事業主体などの見直しを行っていきます。

市 町 に 対 す る 県 単 独 補 助 金 に つ い て は 、 県 と 市 町 の 役 割 分 担 を 踏

まえて、必要性や補助率などの検証を行い、見直していきます。

ま た 、 存 続 さ せ る 県 単 独 補 助 金 に つ い て は 、 市 町 が よ り 使 い や す

いように統合・交付金化等の検討を行います。

■実施年度：毎年度
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

土木部④南部流域下水道事業の移管

南 部 流 域 下 水 道 事 業 に つ い て は 、 関 連 施 設 の 完 成 後 （ 平 成 ３ ２ 年

度予定）のすみやかな移管に向けて、関係市と協議を行います。

■実施年度：期間中に協議
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市町との連携２

【基本的な考え方】

県と市町の役割分担を明確化し、県が広域的、より専門的な行政に重点化し

ていく中で、地域のニーズや課題を的確に把握し、それを県政に反映させてい

くために、市町との情報交換や政策協議、人事交流等を今まで以上に密接に行

っていきます。

【個別事項】

(１ )市町との連携

○ 県と市町は対等・協力の関係を基本として、市町の機能強化のための必要

な支援を行っていきます。

○ 特に、県が広域的な行政に重点を移していくことで、政策面などにおいて

これまで以上に市町との連携を強化していきます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①市町との人事交流や合同研修の実施

県 と 市 町 の 連 携 強 化 や 職 員 の 企 画 力 の 向 上 な ど を 図 る た め 、 市 町

との人事交流や合同研修に積極的に取り組みます。

■実施年度：毎年度

総務部②市町の電子自治体構築に向けた取り組みの支援

各 市 町 が 電 子 自 治 体 を 構 築 し て い く に 当 た っ て 、 財 政 面 な ど で の

課 題 が 大 き い こ と か ら 、 電 子 県 庁 シ ス テ ム の 無 償 提 供 な ど に よ り 、

共同化による取り組みを積極的に支援していきます。

■実施年度：毎年度

政策調整局③市町との政策面の連携強化

（全庁）市 町 と の 関 係 で は 、 県 の 政 策 立 案 に 当 た っ て の 地 域 ニ ー ズ の 把 握

や 市 町 が 持 つ 知 見 ・ ノ ウ ハ ウ の 活 用 と い っ た 観 点 か ら 、 政 策 企 画 部

門が中心となって県・市町間の協議を積極的に進めていきます。

■実施年度：毎年度



- 24 -

広域自治体のあり方の検討３

【基本的な考え方】

市町村合併の進展により、市町村数は全国的に見ても大幅に減少しており、

また、経済圏や生活圏は、県域を越えて拡大しています。また、国の「地方に

できることは地方に」という方針もあり、地方に求められる新たな役割や機能

に対応していくために新たな広域自治体のあり方について検討していきます。

【個別事項】

(１ )広域自治体のあり方の検討

○ 道州制など広域自治体のあり方について九州各県等と検討していきます。

○ 他県と広域連携を行ったほうがより効果的・効率的なものについて、その

具体化について検討していきます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

政策調整局①広域自治体としての道州制などの検討

道 州 制 な ど 、 九 州 各 県 等 と 広 域 自 治 体 の あ り 方 に つ い て 検 討 し ま

す。

■実施年度：毎年度

政策調整局②他県との広域的な連携の検討

（全庁）試 験 研 究 機 関 な ど 、 九 州 各 県 と 広 域 的 な 連 携 を 行 っ た 方 が よ り 効

果 的 ・ 効 率 的 と 思 わ れ る 分 野 を 中 心 に 、 連 携 に つ い て 具 体 的 に 検 討

していきます。

■実施年度：毎年度
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Ⅲ 時代の変化に的確に対応できる行政体制の整備Ⅲ 時代の変化に的確に対応できる行政体制の整備Ⅲ 時代の変化に的確に対応できる行政体制の整備Ⅲ 時代の変化に的確に対応できる行政体制の整備

【現状の課題】 【目標となる姿】

、地方分権や市町村合併の進展等

県を取り巻く環境は大きく変化し 環境の変化や様々な行政課題に

ており、また、県民ニーズの多様 効率的・効果的に対応し、県が担

化等もあり、県に求められる役割 うべき役割を十分果たし得る組織

に効率的・効果的に対応できる組 体制を整備

織体制の整備を進める必要があり

ます。 また 「ながさき人材育成プラ、

ン２１」に基づき、職員の意識改

同時に、組織体制を支えていく 革・人材育成に取り組み、効率的

職員の意識改革・人材育成も必要 な行政運営を実施

です。

１ 組織体制の整備

【基本的な考え方】

これまでも環境の変化に対応した組織体制の整備に努めてきていますが、地

方分権や市町村合併の進展等、本県を取り巻く環境は大きく変化しており、県

に求められる役割を果たしていくためにも、引き続き、組織体制の見直しに取

り組んでいきます。

本庁組織については、今後重点的に取り組むべき施策の方向を明確にし、か

つ時代の変化にも的確に対応できる柔軟な組織体制を整備します。

その際は、県民へのわかりやすさや責任体制の明確化にも留意します。

地方機関等については、県と市町の役割分担の明確化、電子県庁の推進、本

庁との機能分担の見直しなどを踏まえて、地域の意見も十分聞きながら、所管

区域、機能、組織などについて検討し、統廃合や地方独立行政法人化等も念頭

においてそのあり方を抜本的に見直します。

事務の効率化を図るとともに、組織のスリム化にもつながるように、庁内の

共通事務については集約化や電子県庁を推進していきます。

県有施設については、県の果たすべき役割の見直しや設置当時との環境の変

化を考慮し、各施設の設置目的に照らしてそのあり方を検証し、見直していき

ます。
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【個別事項】

(１ )本庁組織の見直し

○ これまでの組織体制の見直しを検証しつつ、次のような視点から県民にわ

かりやすいように組織体制の見直しを行っていきます。

・今後の施策方向の明確化

・時代の変化や行政課題への柔軟かつ迅速な対応

・責任体制の明確化

○ 各部局に属さない又は横断的な行政課題も多くなってきており、総合的か

つ戦略的に政策を展開していくために、プロジェクトチームの積極的な活用

を行います。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①本庁組織の見直し

教育庁今後の施策方向や責任体制の明確化、時代の変化や行政課題への

柔軟かつ迅速な対応のため、次のような視点から本庁の組織体制を

見直します。

・各部局に属さないような行政課題の増大に対し、総合的かつ

戦略的に政策を展開できるように、政策機能の特化

・部局数にとらわれず、こども政策や観光振興などの重要施策

に特化した組織の設置

・類似業務を一元化した組織の設置

■実施年度：１８年度

総務部②柔軟で迅速な執行体制の検討

時代の変化に伴う新たな県民ニーズや課題に迅速、柔軟に対応す

るため、組織のフラット化やグループ制について引き続き検討しま

す。

■実施年度：期間中に検討

総務部③各部局の予算や人事の権限の拡大

様々な行政課題に機動的に対応できるよう、全体の調整機能を確

保したうえで、各部局へ予算や人事の一定の権限を認める仕組みを

検討します。

■実施年度：期間中に検討、実施
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

政策調整局④プロジェクトチームの活用

総務部各部局横断的に取り組む課題が増えており、平成１５年度に創設

したプロジェクトチーム制度を積極的に活用していきます。

○プロジェクトチーム制度

部局を超えた横断的かつ緊急・重要な課題への適切な対応及び職員

の意欲的な取り組みの施策立案への反映を目的とし、各部局横断的な

課題に対して、関係部局でプロジェクトチームを組織して対応

■実施年度：随時実施（課題の状況に応じて対応）

福祉保健部⑤各監査部門の強化

水産部各監査部門については、研修の充実などによる職員の資質向上を

農林部図るとともに、監査のより効果的・効率的な実施及び機能強化を図

監査事務局っていきます。

また、内部監査においては、次の点についても留意します。

・財務事務等の適正な執行のために、監査指摘事項についての

措置状況報告の徹底と早期改善の指導

・公共工事等の監査においては、従来のチェック体制に加え、

必要に応じて監査事務局への技術系職員の配置などの検討

■実施年度：毎年度

総務部⑥各種審議会の見直し

（全庁）各種審議会については、設置の必要性、効果の検証などを行い、

引き続き、統廃合などの見直しを行います。

また、委員の任命に当たっては、女性や若年層を含めて幅広く委

員を選任するなど、審議会の活性化を図ります。

■実施年度：毎年度
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(２ )地方機関等の見直し

○ 地方分権や市町村合併の進展による業務の廃止・縮小、電子県庁の推進に

よる事務の効率化などにより、地方機関のあり方については、統廃合を含め

て抜本的に見直します。

○ 見直しにあたっては、市町や地域の実情を十分に聞きながら、県と市町の

役割分担や本庁との機能分担などを十分考慮して行います。

○ 県立学校については、県立高等学校改革基本方針などに基づいて、引き続

き再編整備等に取り組みます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①「地方機関の再編方針（仮称 」の策定）

（全庁）新市町等、地域の意見も十分に踏まえつつ、次項目以降の見直し

を含めて地方機関の再編方針を策定し、抜本的な見直しを行います。

■実施年度：１８年度 再編方針の策定

１９年度以後、方針に基づいた見直しの実施

県民生活②消費生活センターのあり方の検討

環境部市町との役割分担や他県の状況等を踏まえて、あり方を検討しま

す。

■実施年度：期間中に検討

福祉保健部③福祉事務所の見直し

新市への業務移管を踏まえ、統廃合や縮小等による福祉事務所の

あり方を検討のうえ、見直します。

■実施年度：１８年度末までに検討

福祉保健部④光が丘学園の見直し

光が丘学園について、民間移譲を含めた施設運営の見直しを行い

ます。

■実施年度：２０年度までに見直し

福祉保健部⑤福祉相談機関の再編統合及び閉庁日開設の検討

障害児、障害者、児童、女性に関する問題に的確に対応し、県民

に利用しやすいように、各機関を再編統合し、総合的な相談機関を

整備します。

また、現在、児童相談所で児童相談窓口の閉庁日開設が行われて

いることから、再編統合に伴い、他の相談窓口を含め、統合相談機

関における閉庁日開設を検討します。
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

○児童相談所の閉庁日開設の状況（１７年６月～）

中央児童相談所（長崎市 ：土曜、日曜（祝日、年末年始除く））

佐世保児童相談所（佐世保市 ：日曜（祝日、年末年始除く））

■実施年度：１８年度 閉庁日開設の検討

１９年度 再編統合

福祉保健部⑥こども医療福祉センターの効率的な運営

施設の効率的な運営に努め、経営改善を図ります。

■実施年度：毎年度

農林部⑦農業大学校の運営等の見直し

平成１７年度に策定した運営方針に基づき、事業運営や教育内容

等の見直しを行っていきます。

また、他県との連携についても検討していきます。

■実施年度：毎年度

教育庁⑧教育事務所の廃止

市町の教育委員会との役割分担を明確にし、合併市町には必要な

支援を行うことで、平成１８年度末に教育事務所を廃止します。

■実施年度：１８年度末廃止

教育庁⑨県立高等学校改革の推進

「長崎県立高等学校改革基本方針 （平成１３年２月策定）に基づ」

き、高等学校の再編整備や専門学科の改編などに取り組みます。

○長崎県立高等学校改革基本方針（取組期間：平成１３～２２年度）

第１次実施計画（平成１４～１６年度）

第２次実施計画（平成１６～１８年度）

第３次実施計画（平成１８～２１年度）

■実施年度：１３年度～２２年度

教育庁⑩県立盲・ろう・養護学校の適正配置

「障害のある子どもの教育推進計画（実施計画 （平成１６年３）」

月策定）に基づき、県立盲・ろう・養護学校の適正配置に取り組み

ます。

■実施年度：１８年度 佐世保ろう学校の分校化と寄宿舎の廃止

１９年度 佐世保養護学校と野崎養護学校の統合
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(３ )共通事務の集約化

○ 専門性を高め、事務の効率化を図るとともに、組織のスリム化の観点から

も全庁的に共通している事務については集約化を検討します。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①全庁的に共通している事務の集約化

（全庁）専門性を高め、事務の効率化を図るために次のような共通事務に

ついては集約化を進めていきます。

・総務事務

・入札、契約事務

■実施年度：１９年度 知事部局本庁において総務事務の集約化

他については、期間中に検討し、可能な箇所から実施

総務部②総務事務センター（仮称）の設置の検討

総務事務を集約化し 「総務事務センター（仮称 」の開設を検討、 ）

します。

■実施年度：１９年度の設置を検討

(４ )県有施設の見直し

○ 県が設置する施設については、県の果たすべき役割の見直しと設置当時と

の環境の変化を考慮し、各施設の設置目的を検証し、民間や市町に同様な施

設がないか、設置目的が薄れていないか、県民ニーズ（利用率）はあるかと

いった観点から、廃止、民営化、移譲も含めてそのあり方を見直していきま

す。

○ 引き続き県が所有する施設については、県民サービスの向上と効果的・効

率的な運営を図っていきます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

全庁①県有施設のあり方の見直し（公の施設については再掲）

各施設の設置目的を踏まえて、県有施設としての意義が薄れてい

ないか、民間との競合、県民ニーズがあるかといった視点から、統

廃合や移譲等を含めて施設のあり方を見直します。

■実施年度：毎年度
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

県民生活②県有施設の移譲

環境部次の施設については、市町への移譲について関係市町と協議して

教育庁いきます。

・長崎交通公園

・県有墓地

・青少年教育施設

■実施年度：毎年度



- 32 -

職員の意識改革・人材育成２

【基本的な考え方】

市町村合併や三位一体の改革など、県政を取り巻く環境は大きく変化してお

り、また、厳しい財政状況の中、これまで以上に効率的な行政運営が求められ

、 、 、ていることから 行政の担い手である職員一人ひとりが 自ら課題を探し出し

考え、行動して、解決策を見出していくという意識改革やそれぞれの分野にお

いて必要となる知識・経験を有する人材育成に、引き続き取り組みます。

【個別事項】

(１ )職員の意識改革・人材育成

○ 「ながさき人材育成プラン２１」に基づき、職員の意識改革・人材育成に

取り組んでいきます。

※ながさき人材育成プラン２１

社会経済情勢の変化及び本格的な地方分権時代の到来を見据え、２１世紀の

新しい時代にふさわしい人材を育成・確保し、円滑な県政運営に資することを

目的に策定

○ 能力や実績を重視した人事管理制度を導入することで、職員の意識改革・

人材育成を進めていきます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①「新たな人事評価制度」の確立

教育庁職員の意識改革・人材育成、公務能率の向上のために、現在、管

理職の一部で行っている「新たな人事評価制度」を充実し、制度の

確立を図ります。

また、客観性、納得性、公正公平性を確保するためにも、自己評

価や面談の実施、評価結果の本人への開示、評価者の研修、苦情相

談体制の整備などを行います。

教職員についても「新たな人事評価制度」を確立し、教職員の意

欲や資質能力の向上と学校組織の活性化を図っていきます。

■実施年度：期間中に検討、実施

総務部②「新たな人事評価制度」の処遇、給与、研修への反映

教育庁「新たな人事評価制度」による評価結果を処遇、給与、研修へ反

映させていきます。

また、職員の資質向上のために、勤務成績不良者に対する指導体

制を整備するとともに、退職勧告制度についてもその必要性を含め

検討します。
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

教職員の「新たな人事評価制度」による評価結果についても、研

修や人事配置等へ反映させていきます。

■実施年度：期間中に検討、実施

総務部③職員研修の充実強化

教育庁高い専門性を有する人材を育成するために、引き続き、職員研修

の充実強化を行っていきます。

また、電子県庁の進展に伴い、それに対応できる職員の育成を図

っていきます。

■実施年度：毎年度

総務部④行政改革に関する職員の意識改革の取り組み

（全庁）職員一人ひとりが危機意識と改革意欲を持って、行政改革に取り

組むように職員の意識改革を進めていきます。

■実施年度：毎年度

人事委員⑤有能で多様な人材の確保

会事務局有能で多様な人材の確保のために、引き続き、採用試験方法の調

査・研究を行い、可能なものから実施していきます。

■実施年度：毎年度

総務部⑥民間の人材の活用

（全庁）複雑化・高度化する行政課題に対し、効率的かつ効果的な行政運

営を行うために、内部育成では得られにくい高度の専門性や多様な

知識・経験を有する民間の人材の活用を図っていきます。

■実施年度：随時実施

総務部⑦庁内公募制の拡大

職員一人ひとりの適性や意欲などを一層反映した人事配置を行う

ために、庁内公募制の対象業務などの拡大を図っていきます。

■実施年度：期間中に検討、実施

総務部⑧女性職員の幅広い登用

男女共同参画社会の進展に伴い、引き続き、女性職員が担当する

業務の拡大を図るとともに、女性職員の登用を積極的に行っていき

ます。

○女性職員の登用状況（平成１６年度）

女性職員のポスト数 ２７８名（役職者の１１．５％）

■実施年度：毎年度
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Ⅳ 行政コストの効率化と健全性を維持した財政運営Ⅳ 行政コストの効率化と健全性を維持した財政運営Ⅳ 行政コストの効率化と健全性を維持した財政運営Ⅳ 行政コストの効率化と健全性を維持した財政運営

【現状の課題】 【目標となる姿】

地 方 交 付 税 の 削 減 等 に よ っ て 、

県 の 財 政 状 況 は 非 常 に 厳 し い 状 態

にあります。 歳入歳出両面にわたる見直しと

後年度への影響を考慮した適切な

そ の た め 、 内 部 管 理 経 費 の 見 直 県債の活用により、持続可能な財

し や 事 業 の 重 点 化 な ど に よ り 行 政 政の健全性を維持

コ ス ト の 効 率 化 を 図 る と と も に 、

県 税 収 入 の 増 加 に 努 め 、 将 来 に わ 効率的な県政運営が行われ、安

た っ て 安 定 的 に 行 政 サ ー ビ ス を 提 定的に行政サービスを提供

供 で き る 財 政 構 造 を 構 築 す る こ と

が必要となっています。

１ 健全な財政運営への取り組み

【基本的な考え方】

収支改善対策（平成１６年１２月策定）の着実な実施に加え、持続可能な財

、 、政の健全性を維持するため 県債の適切な活用により資金確保を行うとともに

新たに数値目標を設定して歳出の見直しに取り組みます。

経常経費の削減を進める一方で、税源の涵養にもつながる県内経済の活性化

対策や、県民ニーズに的確に対応した新規施策に、積極的に取り組むことがで

きるよう、事業の重点化と財源の確保に努めます。

【個別事項】

(１ )財政運営の方針

○ 収支改善対策（平成１６年１２月策定）を着実に実施していきます。

○ 歳出の削減により平成２２年度に５５億円（５年間の累計１５５億円）の

収支改善に取り組みます。

○ 地方債の活用にあたっては、後年度の償還確実性や起債制限比率などを検

証し、将来に過大な負担とならないよう留意します。

○ 県内経済の活性化や県民の暮らしの向上などの諸課題に的確に対応するた

め 「ながさき夢・元気づくりプラン」に基づき事業の重点化を図るととも、

、 。に 効果の高い新たな事業に積極的に取り組むための財源の確保に努めます
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①収支改善対策の着実な実施

（全庁）収 支 改 善 対 策 は 、 平 成 １ ７ 年 度 か ら 平 成 ２ １ 年 度 ま で を 取 組 期 間

と し 、 期 間 中 ４ ６ ９ 億 円 の 収 支 改 善 効 果 を 目 標 と し て お り 、 各 項 目

の実現に向けて取り組みます。

■実施年度：１７年度～２１年度

総務部②財政の健全性の維持

（全庁）中 期 財 政 見 通 し （ 平 成 １ ７ 年 ９ 月 策 定 ） で は 、 収 支 改 善 対 策 を 実

施 し て も 平 成 ２ ２ 年 度 に １ ６ ２ 億 円 の 基 金 取 崩 し が 生 じ る 見 通 し で

す。

そ の た め 、 資 金 収 支 の 確 保 対 策 と し て 地 方 債 を 活 用 し つ つ 、 持 続

可 能 な 財 政 の 健 全 性 を 維 持 す る た め 、 平 成 ２ ２ 年 度 に お い て 平 成 １

７ 年 度 比 ５ ５ 億 円 （ 平 成 １ ８ 年 度 か ら の ５ ヶ 年 累 計 で １ ５ ５ 億 円 ）

の収支改善に取り組みます。

■実施年度：１８年度～２２年度

総務部③資金収支の確保対策（地方債の活用）

資 金 収 支 の 確 保 対 策 と し て の 地 方 債 の 活 用 に つ い て は 、 毎 年 度 の

中 期 財 政 見 通 し に お い て 次 の 項 目 を 検 証 す る と と も に 、 自 主 財 源 の

確保対策などの取り組みにより、その抑制に努めます。

・プライマリーバランス（※１）の黒字化

・臨時財政対策債（※２）を除く県債残高

・県債償還可能年数（※３）

・起債制限比率（※４）

■実施年度：１８年度～２２年度

総務部④事業の重点化と財源の確保

（全庁）税 源 の 涵 養 に も つ な が る 県 内 経 済 の 活 性 化 対 策 や 、 県 民 の 暮 ら し

の向上な どの諸課 題に的確に 対応する ため 「なが さき夢・元 気づく、

りプラン」に基づき、事業の一層の重点化を行います。

ま た 、 政 策 評 価 な ど に 基 づ き 既 存 事 業 の 見 直 し を 行 う と と も に 、

よ り 必 要 性 や 効 果 の 高 い 新 た な 事 業 へ の 積 極 的 な 取 り 組 み が で き る

よ う 、 予 算 編 成 に お い て 、 財 源 を 確 保 す る 仕 組 み を 引 き 続 き 設 け ま

す。

■実施年度：１８年度～２２年度

※１ プライマリーバランス

財政の基礎的収支。プライマリーバランスの黒字化とは、県債の元利償還金を除いた歳出

が、県債発行額を除く歳入で賄われている状態で、行政サービスを借金に頼らない範囲で実

施している状態のこと。
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※２ 臨時財政対策債

地方財政計画上の通常収支の不足額を補てんするために地方交付税に代わり特例として認

められている地方債で、この元利償還金相当額に対しては、その全額が後年度、地方交付税

で措置される。

※３ 県債償還可能年数（財政余力に対する将来負担の大きさを表す指標）

県債残高から財源対策のための基金を差し引いた実質的な負債額を、県債の償還に充てる

ことができる単年度の歳入により何年で償還可能かを示すことで、将来の負担の大きさを表

す指標。

〔算式〕
県債残高（交付税措置分以外）－財源対策基金残高

県債償還可能年数＝

経常一般財源－〔経常経費充当一般財源－元金充当一般財源（交付税措置以外 〕）

※４ 起債制限比率

県 債 の元 利 償 還金 のう ち 地 方 交付 税 措 置 さ れる も の を 除い た 実 質 的 な負 担 を 表 す 指標 。

比率 が高いほ ど、元利償還金返 済の負担が重くなって いることを示し、 ％ を超えると20

一部の県債の発行が制限され、 ％を超えると原則、県債が発行できなくなる。30

〔算式〕
地方債の元利償還金充当一般財源 － 交付税措置額

起債制限比率(％ )＝

標準財政規模（地方団体の一般財源の標準規模） － 交付税措置額
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（長崎県行財政改革プランによる効果額）

○長崎県中期財政見通し（平成１８～２２年度）

（単位：億円、年、％）

年度 年度 年度 年度 年度 年度17 18 19 20 21 22

当初予算

6,953 6,843 6,736 6,681 6,695 6,689歳入（ ）A

7,095 7,036 7,029 6,987 7,039 7,046歳出（ ）B
差引（ ）C

142 193 293 306 344 357（ － ）A B ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
財源確保・

195 195 195 195 195 195歳出削減（ ）D
要調整額

53 2 98 111 149 162（ － ）C D ▲ ▲ ▲ ▲
財政調整

559 561 463 352 203 41３基金残高

○行財政改革プランによる収支改善目標

年度 年度 年度 年度 年度 累計18 19 20 21 22

10 20 30 40 55 155歳出削減(注 )1
(注 )2

107県債追加発行

○行財政改革プラン実施後

年度 年度 年度 年度 年度 年度17 18 19 20 21 22

53 12 78 81 109 0要調整額 ▲ ▲ ▲
財政調整

559 571 493 412 303 303３基金残高

24 48 59 106 62 4ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ ▲ ▲

9,362 9,372 9,297 9,197 9,155 9,191県債残高(注 )3
県債償還

10.9 11.4 12.5 10.9 11.6 10.9可能年数

11.4 9.8 9.0 10.0 11.1 11.7起債制限比率

(注 ) 年度を除く毎年度の歳出削減額は、行財政改革の取り組み状況によるため仮置きの数値1 22

(注 ) 県債追加発行は、毎年度の中期財政見通しにより検討するため仮置きの数値2

(注 ) 県債残高は、臨時財政対策債を除く3
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効率的な行政運営の実施２

【基本的な考え方】

収支改善対策に加えて、歳入歳出の見直しの取り組みとして、

・人件費等の内部管理経費の徹底した見直し

・選択と集中による事業の見直し

・自主財源の確保対策

に取り組みます。

また、地方公営企業の見直しにも取り組んでいきます。

【個別事項】

(１ )内部管理の適正化

○ 職員数については、これまでも業務の見直しや外部化などにより、その削

減に努めてきましたが、引き続き県民サービスの水準の維持・向上に十分配

慮しつつ、重点化が必要な部門、削減・見直しを行う部門を検証しつつ、ス

リム化していきます。

○ 職員給与については、離島特別昇給制度、特殊勤務手当、退職手当などの

見直しに取り組んできており、今後も、県民の理解が得られるように、人事

委員会勧告や国における給与制度全般における見直しの状況等を踏まえて、

引き続き見直しに取り組みます。

○ 福利厚生事業については、随時、民間等と比較しながら、県民の理解が得

られるように見直しを行っていきます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部①職員数の削減

教育庁県 民 サ ー ビ ス の 維 持 ・ 向 上 に 努 め つ つ 、 組 織 や 事 業 の 見 直 し 、 外

警察本部部 化 の 推 進 、 Ｉ Ｔ 化 等 に よ る 事 務 の 効 率 化 な ど に よ り 、 職 員 数 の 削

交通局減に取り組みます。

病院局

○削減目標 （各年４月１日現在、単位：人、％）

18 23 H23/H18年度 年 度

見込み 見込み 差引 率

4,757 4,457 300 6.3知事部局等 ▲ ▲

374 343 31 8.3教育庁 ▲ ▲

467 446 21 4.5警察事務 ▲ ▲

13,530 12,943 587 4.3教職員 ▲ ▲

3,037 3,023 14 0.5警察官 ▲ ▲

453 443 10 2.2交通局 ▲ ▲

367 341 26 7.1病院局 ▲ ▲

22,985 21,996 989 4.3計 ▲ ▲
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

、 、○知事部局と教育庁及び警察事務：組織や事業の見直し 業務の外部化

事務の効率化などによる減

○教 職員 ：児 童生 徒数 の減 少等 に伴 い教 職員 数の 減が 見込ま れるが 、標

準法に基づいて適正人員を配置

○警 察官 ：県 民の 安全 安心 のた め、 政令 によ る基 準を 踏まえ て適正 人員

を配置

○交通局：経営計画に基づく、路線等の見直しなどによる減

○病院局：経営計画に基づく、業務の見直しなどによる減

■実施年度：１８年４月１日～２３年４月１日

○参考 集中改革プラン（※１）期間における削減目標

（各年４月１日現在、単位：人、％）

11 16 17 22 H16/H11 H22/H17年度 年度 年度 年度

見込み 差引 率 差引 率

4,817 4,497 285 5.3 320 6.6知事部局等 ▲ ▲ ▲ ▲5,336 5,051

401 343 8 2.0 58 14.5教育庁 ▲ ▲ ▲ ▲396 388

471 470 461 451 1 0.2 10 2.2警察事務 ▲ ▲ ▲ ▲

14,529 13,702 13,535 13,080 827 5.7 455 3.4教職員 ▲ ▲ ▲ ▲

2,980 2,972 3,008 3,023 8 0.3 15 0.5警察官 ▲ ▲

561 473 459 443 88 15.7 16 3.5交通局 ▲ ▲ ▲ ▲

469 460 349 344 9 1.9 5 1.4病院局 ▲ ▲ ▲ ▲

24,742 23,516 23,030 22,181 1,226 5.0 849 3.7計 ▲ ▲ ▲ ▲

(注 ) 年度から 年度の▲ 人の主な理由は、児童生徒数の減少等16 17 486

に よ る 教職 員 の 減の 他 、県 立 大 学 の独 立 行 政法 人 化 、県 立多 良見 病

院の民間移譲によるもの

（※１）集中改革プラン

総務省が示した「地方公共団体における行政改革の推進のための

新たな指針」に基づいて、平成 年度～ 年度までの行政改革の17 21

取り組みを明示した計画

参考 平成 ～ 年度の職員削減の状況（見込み）○ 11 22

（各年４月１日現在、単位：人、％）

11 22 H22/H11年度 年度

見込み 削減率

24,742 22,181 10.4長崎県（合計） ▲

3,232,158 2,902,184 10.2地方公務員計 ▲

（注）地方公務員計の 年度見込みは、 年度の職員数の▲ ％に22 17 4.6

よる仮定値
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部②職種転換による職員の活用

業務の見直しに伴い、配置転換が必要となる現業職員については、

業 務 遂 行 の 客 観 的 か つ 適 正 な 能 力 実 証 を 経 た う え で 、 一 般 行 政 職 へ

の任用替えを実施します。

■実施年度：期間中に検討、実施

教育庁③学校用務員の配置見直し

学 校 の 統 廃 合 な ど の 状 況 も 勘 案 し な が ら 、 適 正 な 人 員 配 置 に 努 め

るとともに、嘱託職員の活用等の見直しを検討します。

■実施年度：毎年度

総務部④定年前早期退職制度の検討

教育庁職 員 の 年 齢 構 成 の 偏 り の 適 正 化 な ど を 図 る た め 、 定 年 前 早 期 退 職

警察本部制度について検討します。

■実施年度：期間中に検討、実施

総務部⑤給与構造の改革

教育庁人事委員会勧告に基づいて、給与構造の改革に取り組みます。

警察本部

○人事委員会勧告の給与構造の改革

・給料表の水準の引き下げ（平均△ ％、中高齢層△ ％）4.8 7

・給与カーブのフラット化

・地域手当の新設

・勤務実績の給与への反映

・級別標準職務の見直し など

■実施年度：期間中に検討、可能なものから実施

総務部⑥級別標準職務の見直しと級別定数の導入検討

教育庁級別標準職務について、より職務・職責に応じたものとなるよう、

警察本部見直しを行います。

併 せ て 、 級 別 定 数 の 必 要 性 を 検 証 し な が ら 、 そ の 導 入 に つ い て 検

討します。

■実施年度：期間中に検討、実施

総務部⑦現業職員の給与水準の見直し

教育庁国 と 比 較 し て 高 く な っ て い る 現 業 職 員 の 給 与 水 準 に つ い て 、 給 与

警察本部構造の改革を踏まえて見直しを行います。

■実施年度：期間中に検討、実施
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部⑧各種手当の見直し

教育庁特 殊 勤 務 手 当 な ど の 各 種 手 当 に つ い て 、 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 や 他

警察本部県の状況などを踏まえて、見直しを検討します。

■実施年度：期間中に検討、実施

人事委員⑨職員給与と比較する民間給与の調査手法の研究

会事務局国 等 の 動 向 を 踏 ま え 、 調 査 対 象 と な る 民 間 事 業 所 の 範 囲 を 現 行 よ

りも拡大するなど、調査手法について研究します。

■実施年度：期間中に研究

総務部⑩職員互助会に対する補助対象事業の見直し

教育庁民 間 や 他 県 と の 比 較 の ほ か 、 本 県 の 財 政 状 況 等 も 考 慮 し な が ら 見

警察本部直しを行っていきます。

■実施年度：毎年度

総務部⑪職員公舎等の見直し

教育庁職 員 公 舎 や 独 身 寮 に つ い て は 、 民 間 施 設 の 活 用 や 施 設 の 老 朽 化 、

警察本部入 居 率 な ど を 考 慮 し て 、 今 後 の あ り 方 に つ い て 廃 止 を 含 め 抜 本 的 な

検討を行います。

ま た 、 遊 休 公 舎 や 公 舎 跡 地 に つ い て は 、 職 員 以 外 へ の 貸 付 や 売 却

処分などの有効活用を検討します。

■実施年度：期間中に検討

総務部⑫職員のメンタルヘルス対策の充実

教育庁職 員 の 心 の 健 康 管 理 の た め に 、 メ ン タ ル ヘ ル ス 対 策 に 引 き 続 き 取

警察本部り組んでいきます。

■実施年度：毎年度

(２ )事務事業の見直し

○ 平成１３年度から本格的に導入している政策評価制度により、成果を重視

した行政への転換を図っていますが、今後、さらに政策評価制度等を活用し

て、事業の見直しや重点化を図っていきます。

○ また、事務の効率化や見直しなどにより経費節減に取り組んでいきます。
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

政策調整局①政策評価制度の見直し

総務部政策評価制度については、外部評価を導入します。

ま た 、 評 価 事 務 の 効 率 性 を 高 め る た め に 、 評 価 事 務 の 簡 素 化 や 評

価体制のあり方なども検討します。

■実施年度：１８年度 外部評価導入

その他については、期間中に検討

政策調整局②「ながさき夢・元気づくりプラン」等への事業の重点化（再掲）

総務部厳しい 財政状況 においても 「 ながさき 夢・元気 づくりプラ ン」の、

実 現 に 向 け て 、 必 要 な 事 業 や 緊 急 な 対 策 が 求 め ら れ る 分 野 へ 事 業 と

予算を重点化します。

■実施年度：１８年度～２２年度

全庁③県単補助金等の見直し

県 単 補 助 金 、 交 付 金 及 び 貸 付 金 に つ い て は 、 そ の 必 要 性 や 費 用 対

効 果 、 経 費 負 担 の あ り 方 な ど を 検 証 し 、 ゼ ロ ベ ー ス か ら 見 直 し を 行

っていきます。

各 種 団 体 へ の 補 助 金 に つ い て も 、 そ の 目 的 や 内 容 を 精 査 し 、 必 要

性や補助額について検証し、見直していきます。

■実施年度：毎年度

水産部④公共事業のコスト縮減

農林部平 成 １ ７ 年 ４ 月 に 策 定 し た 「 長 崎 県 公 共 事 業 コ ス ト 構 造 改 革 プ ロ

土木部グラム」に基づき、公共事業のコスト縮減に取り組みます。

○長崎県公共事業コスト構造改革プログラム

コス ト縮 減率 等の 基準 年を 平成 １４ 年度 とし 、プ ログラ ム実施 最終

年度となる平成２１年度において、総合コスト縮減率１５％を目標

■実施年度：１７年度～２１年度

水産部⑤公共事業の事前・途中・事後評価の実施

農林部公 共 事 業 の 事 前 ・ 途 中 ・ 事 後 に お け る 評 価 制 度 に よ り 、 事 業 の 重

土木部点化や効率化をより一層推進します。

■実施年度：毎年度

総務部⑥様々な経費節減手法の検討

（全庁）様々な工夫や手法を検討し、経費節減に取り組みます。

■実施年度：期間中に検討し、可能なものから導入
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

総務部⑦大型電算機の再開発による事務の効率化

大 型 電 算 機 に つ い て は 、 運 用 コ ス ト の 削 減 等 の た め に 、 現 在 稼 働

しているシステムを小型の機種を使ったシステムへ全面的に移行し、

平成２４年度末で廃止します。

そ の 際 は 、 運 用 コ ス ト の 削 減 と と も に 業 務 の 省 力 化 な ど の 改 善 を

踏まえて再開発を行います。

■実施年度：～２４年度

(３ )自主財源の確保

○ 本県は自主財源に乏しいことから 「ながさき夢・元気づくりプラン」に、

掲げる重点目標である 「交流を拡げる魅力的なまちづくり」や「競争力の、

あるたくましい産業の育成」の実現を通して、本県の経済の活性化を促し、

税収の増加につなげていきます。

○ また、税収以外の使用料・手数料、財産収入などの確保についても引き続

き取り組んでいきます。

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

全庁①「ながさき夢・元気づくりプラン」等への事業の重点化（再掲）

厳しい 財政状況 においても 「 ながさき 夢・元気 づくりプラ ン」へ、

の 事 業 の 重 点 化 を 図 り 、 着 実 な 実 現 を 図 る こ と で 、 本 県 の 社 会 経 済

の活性化を促し、ひいては、税収の増加につなげていきます。

■実施年度：１８年度～２２年度

総務部②県税の徴収率の向上

県税の未収額の解消に努め、徴収率の向上を図ります。

特 に 、 未 収 額 の 多 い 個 人 県 民 税 及 び 自 動 車 税 に つ い て は 、 市 町 と

の連携や滞納処分の実施などにより重点的に取り組みます。

ま た 、 差 し 押 さ え 物 件 等 の 処 分 に つ い て も 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 公 売

などによりこれまで以上に取り組んでいきます。

○収支改善対策の徴収率の目標９７％（平成１６年度９５．９％）

○徴収率の向上の取り組み

、平成１５年度～ 県税務職員が市町村税務職員の身分を併せ持って

、市町村の税務事務にあたる併任徴収制度を創設し

実施
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

平成１７年度～ 地方税法第４８条に基づく、個人県民税の直接

徴収の実施

自動車税の滞納者に対する、給与一斉差押さえ

の実施

■実施年度：毎年度

１８年度～ インターネットによる公売の実施

市町と未収金の回収対策や体制整備につ

いて検討

総務部③新税の検討

（全庁）新 た な 行 政 需 要 等 に 対 応 す る た め 、 徹 底 し た 歳 出 削 減 や 歳 入 確 保

を 行 っ た う え で 、 な お 、 そ の 行 政 需 要 等 に 応 え ら れ な い 場 合 に は 、

必 要 な 財 源 対 策 と し て 、 新 た な 法 定 外 目 的 税 、 超 過 課 税 の 導 入 に つ

いても検討していきます。

た だ し 、 導 入 を 検 討 す る 場 合 で も 、 九 州 各 県 と 共 同 で の 研 究 や 県

民の意見を踏まえて行うなど、慎重に行っていきます。

○新税の検討状況

・産業廃棄物税（平成１７年度から九州各県と一斉導入）

・森林保全に関する税（現在導入を検討中）

■実施年度：随時検討

総務部④使用料・手数料の見直し

（全庁）使 用 料 ・ 手 数 料 に つ い て は 、 受 益 の 度 合 い に 応 じ た 適 正 な 負 担 を

求めるために、その費用や受益に見合った見直しを行います。

ま た 、 減 免 措 置 等 を 行 っ て い る 場 合 は 、 そ の 必 要 性 や 減 免 率 な ど

についても検証し、見直しを行います。

■実施年度：毎年度

全庁⑤未利用資産の売却促進と有効活用

未 利 用 資 産 に つ い て は 、 民 間 の ノ ウ ハ ウ も 活 用 し な が ら 、 引 き 続

き、売却による処分を積極的に行っていきます。

ま た 、 売 却 処 分 に 時 間 を 要 す る と 見 込 ま れ る 場 合 は 、 有 効 活 用 の

観点から賃貸などについて検討し、収入の確保を図っていきます。

■実施年度：毎年度

商工労働部⑥企業誘致への積極的な取り組み

企 業 誘 致 を 目 的 と す る 未 売 却 地 に つ い て は 、 土 地 の 賃 貸 制 度 の 活

用 を 促 進 す る と と も に 、 誘 致 支 援 制 度 の 充 実 な ど に よ り 、 積 極 的 に

企業誘致に取り組んでいきます。

■実施年度：毎年度
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

全庁⑦未収金の適正な管理

未 収 金 に つ い て は 、 市 町 や 関 係 機 関 と の 共 同 ・ 連 携 な ど に よ り 、

早 期 回 収 に 努 め る な ど 、 引 き 続 き 、 適 正 な 債 権 管 理 を 行 っ て い き ま

す。

■実施年度：毎年度

政策調整局⑧広告料収入の導入検討

（全庁）新 た な 自 主 財 源 の 確 保 対 策 と し て 、 県 の 広 報 媒 体 な ど に 広 告 を 掲

載し、収入を確保することを検討します。

■実施年度：期間中に検討

(４ )公営企業の見直し

○ 公営企業は常に企業の経済性を発揮することとされており、収益性を考慮

しながら、県民ニーズや社会情勢を踏まえて、事業内容や組織、定数などを

見直し、経営健全化に努めていきます。

※本県の公営企業

交通 事業、病院 事業、 港湾整 備事業、 長崎魚市 場、港 湾施設整 備、流域 下水道

の６事業

具体的な取り組み項目と内容 所管部局

交通局①交通事業の経営健全化

中 期 経 営 計 画 （ 平 成 １ ５ ～ １ ９ 年 度 ） や 平 成 １ ７ 年 度 に 新 た に 取

り ま と め た 収 支 改 善 策 に 基 づ き 、 一 層 の 経 営 健 全 化 に 取 り 組 ん で い

きます。

経 営 健 全 化 に 当 た っ て は 、 不 採 算 路 線 の あ り 方 の 検 討 や 定 員 管 理

や 給 与 の 適 正 化 に よ る 総 人 件 費 の 抑 制 な ど を 踏 ま え て 取 り 組 ん で い

きます

■実施年度：～１９年度

交通局②交通事業のあり方の検討

中 期 経 営 計 画 の 最 終 年 度 で あ る 平 成 １ ９ 年 度 に 収 支 改 善 が 達 成 で

き な か っ た 場 合 は 「 県 営 交 通 事 業 の あ り 方 に 関 す る 方 針 （ 平 成 １、 」

６ 年 ２ 月 策 定 ） に 掲 げ ら れ て い る 経 営 改 善 の 項 目 を 見 直 す な ど 、 以

後の交通事業のあり方について抜本的な検討を行います。

■実施年度：２０年度以降に検討
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具体的な取り組み項目と内容 所管部局

病院局③病院事業の経営健全化

「 県 立 病 院 改 革 の 基 本 方 針 」 に 基 づ く 新 た な 運 営 計 画 （ 平 成 １ ８

～ ２ ２ 年 度 ） に よ り 、 医 業 収 益 の 拡 大 、 経 費 節 減 、 給 与 の 適 正 化 、

一 般 会 計 繰 入 金 の 見 直 し を 柱 と し て 、 一 層 の 経 営 健 全 化 に 取 り 組 ん

でいきます。

なお、県立病院改革に当たっては、

・県立病院改革の県民への十分な説明と職員の意識改革

・時代にあった組織体制の整備

・給食業務の完全民間委託の早期実現

なども踏まえて取り組んでいきます。

■実施年度：毎年度

病院局④島原病院のあり方の検討

経 営 状 況 、 地 域 の 医 療 ニ ー ズ 、 県 立 病 院 と し て の 役 割 な ど を 踏 ま

えて、島原病院のあり方を検討します。

■実施年度：１８年度

水産部⑤港湾整備事業の企業会計としてのあり方の検討

土木部現 在 、 新 た な 造 成 事 業 に は 着 手 し て い な い こ と か ら 、 今 後 の 企 業

会計としてのあり方を検討します。

■実施年度：期間中に検討

水産部⑥ 港湾整備事業、長 崎魚市場、港 湾施設整備、流 域下水道の経営 健

土木部全化

経営の効率化に努め、経営健全化に取り組んでいきます。

■実施年度：毎年度


